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第6回生活経済テストにみる新潟大学生の生活経済に関する学力

Pe r s o n a l  F i n a n c e  L i t e r a c y  o f  N i i g a t a  U n i v e r s i t y  

S t u d e n t s :  A n a l y s i s  b y  t h e  F i n a n c i a l  F i t n e s s  

f o r  L i f e  T h e m e  T e s t s

高 橋 桂 子

K e i k o  T A K A H A S H I

｢ 第 6 回生括経済 テ ス ト｣ の結果を他大学との 比較を通 して 分析 したと ころ ,
本学で は成績は中位で

あるが, 認識 レ ベ ル で み ると成績上位校と ｢ 理解力｣ にお い て 有意に差がある結果とな っ た ｡ ｢ 知り得

た情報の 意味と意図を し っ かり把握する能力, すなわち, そ れを自分自身の 言葉で表現 した り言 い換え

た りする ことがで き るかどうかを問う性質 の 問題｣ ( 浅野 (2 00 6)) と定義される ｢ 理解力｣ を い かに育

成して いく か ｡ F D な どを通 して , 教科 ･ 学部の枠を超えた議論の 展開が必要で ある｡

I . は じめ に

本稿で は, 2 0 0 4 年に早稲 田大学経済教育総合研究所
i

が計画 ･ 実施主体と なり 日本国内で実施 した ｢ 第 6

回生活経済テ ス ト : パ
ー

ソ ナ ル ･ フ ァ イ ナ ソ ス 基礎テ ス ト｣ を題材に ,
新潟大学生の 生活経済力の 特性につ

い て考察する｡

こ の 第 6 回生活経済テ ス トは, ア メ リカの W illi a m B . W al s t a d ( ネ ブラ ス カ大学) と K e n R e b e c k ( セ ソ

ト ク ラ ウ ド州立大学) によ りに開発されたF i n a n ci al F it n e s s f o r L if e T h e m e T e s t s ( 以下,
F F F L テ ス トと

略記, 開発は2 0 0 3 年)
ii

の 日本語版で ある ｡ F F F L テ ス トとは , 全米経済教育協議会 ( N ati o n al C o u n c il o n

E c o n o m i c E d u c a ti o n
,
以下N C E E と略記) によるFi7 W n Ci al Fit n e s s f o r L if e ( 2 0 0 1) の 内容に基づい て 作成

された 3 種類の テ ス トの う ちの 1 つ で ,
ア メ リカ の 高校生を被験者と して作成された テ ス トで ある｡ 第 5 回

ま で の 生活経済テ ス トは ミ ク ロ 経済 ･ マ ク ロ 経済と経済力そ の もの につ い て 問うもの で あ っ たが , 第 6 回は

生活経済力,
つ まり我々 の 日常生活に より密着 した問題から構成され て い る, と いう特徴がある ｡

テ ス ト問題開発者の W al s t a d , R e b e c k な らび にN C E E の 許可 を得た上 で, 我 々 研究グル
ー プ で はF F F L テ

ス トを 日本語に翻訳を行 っ た ｡ そ の 際, 設 問の 表現や内容があま りにもア メ リカ的なもの は設問の意図を変

えない よう配慮 しなが ら日本の経済 ･ 社会事情に即 して適切な内容 ･ 表現に修正さ れて い る ｡ 日本 で の テ ス

ト実施は2 0 0 4 年, 協力校は高校1 0 校,
短大 2 校と 4 年制大学1 3 校

ij】

の 合計2 5 校 ･ ? , 6 7 5 人で ある o

本稿で は こ のうち 4 年制大学1 3 校 ･ 91 8 人をと りあ 坑 他大学との 比較を通 して新潟大学の 生活経済学力

に どの ような特性がみ られるかを検討する ( なお, 新潟大学以外の 4 年制大学は以降, 他大学と略記する) ｡

構成は次の ようで ある｡ 続く第 2 節 で は生活経済テ ス トの概要に つ い て み る ｡ 第 3 節で は, 新潟大学 (1 3 7

人) と他大学 (7 8 1 人) の 比較を した上 で , 新潟大学の 成績を基準に成績上位校 ( 6 校
･ 2 3 8 人) と下 位校

( 6 校 ･ 5 4 3 人) に 3 区分し, とりわ け上位校との 比較を通して , 本学 で は上位校に 比 べ , ど の ような学力

2 0 0 5 . l l . 3 0 受理
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が不足 して い るか検討する ｡ 最後に, 生活経済力を規定する簡単な要因分析を行い , まとめ とする ｡

2 . ｢第 6 回生活経済テス ト｣ の概要

テ ス トは全部で 5 0 問
,
分析軸は ｢ テ ー マ ･ 領域｣ と ｢ 認識 レ ベ ル｣ の 2 つ で ある｡

a 軸 1 ｢ テ ー

マ ･ 領域｣

具体的な内容を表 1 に示す｡ 5 つ の テ ー マ ･ 領域から1 0 間,
出題されて い る｡

表1 5 つ のテ ー マ ･ 領域

内 容 設 問数 構成比

1 経済学の 考え方

2 所得を稼 ぐ

3 貯蓄

4 支出とク レ ジ ッ トカ ー

ド利用

5 金銭管理

T h e E c o n o m i c W a y of T h i n ki n g

E a r n i n g l n c o m e

S a v i n g

S p e n di n g a n d U si n g C r e dit

M o n e y M a n a g e m e n t

1 0 2 0 %

1 0 2 0 %

1 0 2 0 %

1 0 2 0 %

1 0 2 0 %

合 計 5 0 1 0 0 %
′

b 軸 2 ｢ 認識 レベ ル｣

2 つ めの 分析軸は
,
知識 ･ 理解 ･ 応用とい う ｢ 認識 レ ベ ル ｣ 軸で ある

iv

｡ N C E E ( 2 0 0 5) で は これ ら認

識 レ ベ ル に つ い て以 下の ように記載して い る｡

表 2 C o g n iti v e l e v el f o r th e F F F L - H S t e st

L e v el e m ph a sis

I

k n o w l e d g e

r e c o g n iti o n a n d r e c all

a bilit y t o r e m e m b e r f a c t s i n a f o m cl o s e t o th e w a y th e y

w e r e fi r st p r e s e n t e d

g r a s p th e m e a n i n g a n d i n t e n t o f i n f o r m ati o n

c o m p r e h e n si o n a bilit y t o t ell o r t r a n sl a t e i n o w n w o r d s

III u s e of i n f o r m a ti o n

a p pli c a ti o n a b ilit y t o a p p l y l e a r n i n g t o n e w sit u a ti o n s a n d ci r c u m s t a n c e s

( 出典) N C E E ( 2 0 0 5) P 8
,
T A B L E 4 C o g n iti v e l e v el f o r t h e F F F L - H S t e s t

C o g n iti v e l e v el ･ T e s t it e m s c a n al s o b e cl a s sifi e d b y c o g n iti v e l e v el . Al th o u gh m a n y

t a x o n o m i e s f o r th e c o g n iti v e d o m ai n h a v e b e e n p r o p o s e d , t h e m o s t w id el y u s e d w a s th e o n e

d e v e l o p e d b y Bl o o m ( 1 9 5 6) . T h is w o r k h a s si x l e v el s : k n o w l e d g e , c o m p r e h e n si o n ,
a p p li c a ti o n ,

a n al y sis , s y n t h e si s , a n d e v a l u a ti o n ･ O n l y t h e fi r s t t h r e e l e v el s w e r e u s e d t o cl a s sif y t e s t it e m s

f o r th e F F F L - H S T e st . ( N C E E (2 0 0 5) p . 8)

こ の ｢ 認識 レ ベ ル｣ は, 浅野 ( 2 0 0 6) によると , 具体的には次の ように説明される｡

｢ 知識｣ レ ベ ル に属する設問は
,
テ ス ト被験者が ある事実を認識 して 思 い 出す能 九 つ ま り, そ れを最

初に示 されたと きと同 じよう に覚えて い るか どう か を問う性質の 問題 で ある｡ たとえば ,
A と B と い う

2 つ の 事実の 間に A - B と い う関係を認識 で きれ ば, そ の 事実に関する ｢ 知識｣ を保有して い る こ とが
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認識される ｡ 用語とその 定義に関する設問な どが該当する｡

｢ 理解｣ レ ベ ル の設問は, テ ス ト被験者が知り得た情報の 意味と意図を し っ か り把握する能 九 すなわ

ち
,
それを自分自身の 言葉で 表現 したり言い 換えたりする こ とが で きるか どうかを問う性質の 問題で あ

る o たとえば A とい う情報の含意 ,
ある い は A ならば B ( A - B ) と い う関係を把握し, そ れを正 しく

説明 で きれ ば, そ の 事実 ( 情報) を ｢ 理解｣ して い ると判断される ｡

｢ 応用｣ レ ベ ル の設問は ,
テ ス ト被験老が知り得た情報を利用する能九 すなわち , 学習 した ことを新

しい 状況や環境に 適用する こ とが で きるか どうかを問う性質の 問題で あるo

たと えば
,
A と いう情報 ( 知識) を前提に して A - ( B - ) C ( また は A - ( B - ) C ) と いう関係を

推論で きれ ば
,
知識を ｢ 応用｣ する能力があると判断され る ｡

｢ 第 6 回生括経済テ ス ト｣ における ｢ 知識｣ レ ベ ル の 具体的な設問は, た とえば

1 9 . マ リは正社員として , ある コン ビ ュ
- タ会社で働い ている ｡ 誰が, 彼女の社会保険料を納めてい

るか｡

(カ マ リだけ ② 彼女の雇用主だけ

⑨ 彼女と彼女の雇用主 ④ 政府

で あり
,
こ こ で は社会保険料の 負担が労使折半で あるという仕組みを知 っ て い るか どうか, が問われて い る ｡

｢ 理解｣ レ ベ ル と して はたとえば ,

26 . 流動性リスクが 一 番高い投資は ,

① 不動産

(郭 予頁金口座

(多 投資信託

④ 株式

が ある ｡ これ は, 流動性リ ス ク とい う概念の 正 しい 把握, 投資信託や株式とい っ た金融に関する知識があ っ

た上 で , 4 種類の選択肢を比較 ･ 判断する能力が問われて い る ｡ ｢ 応用｣ レ ベ ル は,

20 . あるパ ー ト従業員が, 日給5 , 000 円で , 月25 日働いてい る｡ 1 カ月の控除顔は, 所得税が12 ,00 0 円,

住民税が5 ,00 0 円, 社会保険料が8 , 000 円であるとする ｡ この人 の 1 カ月の手取額は,

① 一oo , 000 円 ④ 108 ,00 0 円

@ 117 , 000FE] @ 125 , 00 0F
E]

と, 給与明細の構造が理解で きて い て ,
そ の上 で 与え られた状況を正 しく理解 し, 知識を活用する ことが で

きるか どうか, とい う ｢ 応用力｣ が問われ て い る ｡ テ ス ト全体5 0 問に おけ る認識 レ ベ ル で の設問数 の 分布を

表 3 に示す
v

｡

表 3 ｢ 認識レベ ル｣ 別設問の分布

内 容 設問数 構成比

Ⅰ 知 識 K n o w l e d g e 1 4 2 8 %

ⅠⅠ 理解力 C o m p r e h e n si o n 2 5 5 0 %

ⅠⅠⅠ 応用力 A p pli c ati o n l 1 2 2 %

合 計 5 0 1 0 0 %

回 答 方 法 は ,
4 つ の 解 答 選 択 肢 か ら も っ と も 正 し い と 思 わ れ る 1 つ を 選 択 す る 多 項 式選 択

( m u lti pl e - c h o i c e) で ある ｡ なお, 本稿が分析対象とする 4 年制大学の 回答分布の 正規性検定は 1 % 水準

( カ イ 2 乗値 ; 自由度 - 1 0 6 . 5 3 ; 1 5) で 有意で ある｡ また , 内的
一 貫性の 信頼係数 で ある ク ロ ン バ ッ ク の α
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係数は0 . 8 2
, 標準誤差 ( S E M ) は3 . 0 1 で ある｡

3 . 新潟大学生の生活経済に関する学力

新潟大学生1 3 7 人の デ ー タ は2 0 0 4 年1 2月
,
全学科目 ( い わゆる ,

教養科目) ｢ 少子高齢社会と生活経済｣ と

教育人間科学部専門科目 ｢ く ら しと経済｣ におい て 実施 ･ 回収したもの で ある ｡ 回答者 の基本的属性は, 性

別は男女ほ ぼ 1 : 1 ( 男子5 3 % , 女子4 7 % ) , 学年は 2 年生が5 3 % ･ 1 年生 が 3 割, 学部別で は教育人間科

学部が4 7 % ･ 経済 ･ 経営系が 3 割 で ある ｡

本節で は , まず 4 年制大学生全体の テ ス ト結果を見た上 で , 新潟大学の 生活経済力の特徴に焦点を絞る｡

(1) 4 年制大学生全体のテス ト結果

まず
,
属性別に平均点を確認する ｡ 経済系や経営系もしくは生活科学系で 平均点が高い かと予想 した が ,

性別で は男性が
,
学年で は高く なるほ ど, そ して章部で は法学系がも っ とも高く , 次い で経済系と いう結

果とな っ た｡ また , 高校時代に ｢ 経済｣ の 学習を した こ とが あるか ( 既習 ( 高校)) で は平均値の差は有

意で はな い が, 大学で 経済学関係の 科目を学習した か どうか (既習 ( 大学)) で は 1 % 水準で有意とな っ

た ｡

表 4 属性別にみた平均点 ( 4 年制大学生全体)

属 性 平 均 標準偏差 サンプル数 検定

性別 男性 63 . 8 1 2 . 3 8 3 7 2 * *

女子 54 . 1 1 3 . 7 6 8 4 0

学年 大学 1 年

大学 2 年

大学 3 年

大学 4 年

55 . 8 11 . 9 8

6 2 . 2 1 0 . 4 3

67 .1 1 0 . 5 9

5 7 . 1 6 . 0 5

経済

経営

法

社会

人文

教育

国際

生活科学

6 6 . 0 1 1 . 8 0

5 7 . 0 1 5 . 71

68 , 8 7 . 7 9

4 9 . 3 1 1 . 2 7

5 9 . 6 1 0 . 9 4

5 4 . 5 1 2 . 98

5 7 . 4 1 1 . 7 4

5 4 . 0 1 3 . 0 3

既習 ( 高校) 学習 した 5 9 . 2 1 2 . 3

少 しした 61 .6 1 1 . 5

し て い ない 6 1 . 3 1 2 . 6

既習 ( 大学) 学習済 64 .8 1 1 . 0

学習中 6 0 . 7 1 2 . 5

未学習 5 8 . 3 1 1 . 6

2 4 1 * *

3 6 9

2 7 4

( 注 1 ) 属性別に も っ とも平均点が高い もの を太字に して い る ｡

( 注 2 ) * * * : 0 . 1 % 水準有意, * * : 1 % 水準有意,
* : 5 % 水準有意｡

以下, 同様｡
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(2) 新潟大学と他大学全体との比較

さて , 全5 0 問に つ い て 新潟大学と他大学の 正 答率を グラ フ に したもの が 図1 で ある ｡

1 8 7

( 荏) ○は他大学に比 して とりわけ新潟大学が高得点, ▽ は逆に低い 設問を示す｡

図1 設問ごとにみた正 答率 (新潟大学と他大学)

新潟大学 ( 平均点6 6 . 8 点 ･ 標準偏差2 6 . 0) は1 3 の 4 年制大学中 7 位で ある｡ こ の ように グラ フ化すると ,

設問の テ ー マ ( 領域) もしくは認識 レ ベ ル に よ っ て , 本学が平均より大きく下回るもの もある ことが理解

で きる ｡ また, 新大生が最も他大学に比 して 最も正解率が低か っ た問題は次の もの で ある ( 領域
- 経済学

の考え方 ･ 認識 レ ベ ル - 知識) ｡

10 . 経済的な問題に つ いて合理的な意思決定をする時の最初の 3 つの ステ ッ プは ,

Q) 結論の導出

(彰 仮定の確認

(吾 妻実の収集

④ 問題の明確化

⇒ モデルの組立て ⇒
一

般化

⇒ 政策の立案 → 政策の評価

⇒ 理論の構築 ⇒ シ ュ ミ レ
ー シ ョ ンの実施

⇒ 選択肢の列記 ⇒ 目標の 明示

今回
,
新大生 の ほ ぼ半数が教育学系の 2 年生で ある｡ 1 年次に全学科目 で経済学的な領域を履修して い

ない 限り, 上記設問は未知 の 領域と い えよう ｡ これ は, 当設問が他の設問に比
べ て ｢ 無解答率｣ が高か っ

た ことからも 明らか で ある ｡

テ ー マ ･ 領域ごと の 回答結果で は, 本学も他大学も共通 して ｢ 2 所得を稼 ぐ｣ が最も正答率が高く ,

逆 に ｢ 貯蓄｣ で 低い ｡ ｢ 貯蓄｣ で 低理由は ,
設問1 0 の う ち貯蓄が 4 , 株式 ･ 投資が 6 と後者の 比率が高く ,

大学 2 年生 で は株式等に馴染み があまりなか っ たためと考え られ る ｡
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表 5 記述統計量 (テ ー マ ･ 領域別)

構 成 設問数
新 潟 大 学 他 大 学 差 の 検 定

平均 漂準偏差 最大 最少 n 平均 標準偏差 最大 最少 n 統計量: t 判定

1 経済学 の考 え方 10 6 . 4 5 1 . 3 1 9 2 1 3 7 6 . 0 6 1 .5 6 1 0 0 7 8 1 2 . 7 2 * *

2 所得 を稼 ぐ 10 8 . 6 9 1 . 1 9 1 0 5 1 3 7 7 . 8 5 1 .7 0 1 0 1 7 8 1 5 . 5 4 * *

3 貯蓄 10 5 . 0 5 1 . 5 7 9 1 1 3 7 4 . 4 2 1 . 9 4 1 0 0 7 8 1 3 . 6 1 * *

4 支出とク レジ ソ トカード利用 10 6 . 3 6 1 . 5 1 1 0 1 1 3 7 5 , 9 7 1 . 7 6 1 0 0 7 8 1 2 . 4 2 * *

5 金銭管理 ′
10 6 . 7 5~ 1 . 7 1 1 0 0 1 3 7 5 . 7 5 1 . 9 8

_
1 0 0 7 8 1 5 . 7 5 * *

全 体 50 6 6 . 8 2 6 .0 6 0 . 3 2 3 . 1

ま た , 認識 レ ベ ル は レ ベ ル ごとに設問数が異なるた め, 設問数に占める平均得点率 で みる ｡ その 結果
,

新潟大学 ･ 他大学とも知識 - 理解力 - 応用 の順 に 低下するo 知識が あ っ て理 解力が育ち, 理解力が あ っ て

応用力が養われ , 応用力が あ っ て 分析力が身に つ き, 分析力があ っ て統合で き , 統合で きて は じめ て評価

で きる ( N C E E ( 2 0 0 5)) ことを示 して い るともい えよう ｡

表 6 記述続計量 (認識 レベ ル別)

構 成 設問数
新 潟 大 学 他 大 学 差 の 検 定

平均 標準偏差 最大 最少 n 平均 標準偏差 最大 最少 n 統計量: t 判定

1 知 識 14 1 0 . 3 9 1 . 6 3 1 3 5 1 3 7 9 . 1 6 2 . 1 1 1 4 3 7 8 1 6 . 5 0 * *

2 理 解 力 25 1 6 . 3 1 2 . 7 4 2 3 7 1 3 7 1 4 . 9 3 3 . 5 9 2 4 3 7 8 1 4 . 2 9 * *

3 応 用 力 ll 6 . 5 8 1 . 5 2 1 0 3 1 3 7 5 . 9 7 1 . 7 6 1 6 0 7 8 1 3 . 7 9 * *

合 計 50 6 6 . 8 2 6 . 0 6 0 . 3 2 3 .1

(3) 成績上位校 との比較 ; ｢認識 レベ ル｣ における検討

次に , 新潟大学を基準に, ｢ 上位校｣ と ｢ 下位校｣ に区分して 分析を進める o サ ン プ ル 数は
,
上位校2 3 8

人 ･ 新潟大学1 3 7 人 ･ 下位校5 4 3 人 で ある ｡ こ の 節 の 目的は
,
｢ 新潟大学生 には どの ような学力が不足 して

い る の か
,
どの 点を強化すれば より上位校に近づける の か｣ で ある ｡ こ の 場合,

テ ー マ ･ 領域で の 比較は ,

そ の テ ー マ ･ 領域の勉強を強化せよ ,
と い う ことに終始するの で , 本節で は ｢ 認識 レ ベ ル｣ に注目する｡

図 2 認識 レベ ル別にみた正答率
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表 7 成績区分別にみ た差の検定

レ ベ ノレ 比較 1 比較 2 多重比較

知識 上位 新大

* ** * * 上位 下位

新大 下位 * *

* * *

≡'.: { ≡
ー
;

-. (_...
:

.
:亭: i:■~≡

i 百 +i+

書…芸≡-: 1
=
:

.
:
i
=
(S=
:

.

.:...
:
亘≡
二

...
:
:

* *

新大 下位 * *

応用 上位 新大

* ** * * 上位 下位

新大 下位 * *

1 8 9

餌多重比較: S c h eff e * * : 1 % 有意 * : 5 % 有意

認識 レ ベ ル は配当された設問数が異なる の で , 正 答数で はなく それぞれ の レ ベ ル における正 答率を採用

する ｡ 成績区分 ごとの 正答率を図示 したもの が図 2 で ある ｡ 上位校で は, 新大ならびに下位校に比 べ て 相

対的に ｢ 理解力｣ レ ベ ル が高い , ｢ 知識｣ か ら ｢ 理解力｣ - の落ち込みが少な い ことがわか る｡

認識 レ ベ ル ごとに差の 検定 (
一

元配置分散分析) を した と ころ , 等分散性が棄却された ため ,
ノ ソ パ ラ

メ トリ ッ ク検定 ( ク ラ ス カ ル ･ ウ ォ リ ス 検定) を行 っ た ｡ 多重比較はS c h eff e で ある ｡

そ の 結果, 新潟大学は, 上位校に比 べ て ｢ 理解｣ にお い て 統計的に有意に差がある こ ととな っ た ｡ 先に

みた Bl o o m ( 1 9 5 6) , N C E E (2 0 0 5) や浅野 (2 0 0 6) らによれば理解力と は, ｢ 知り得た情報の 意味と意図

を し っ か り把握する能九 すなわ ち, それ を自分自身の言葉で 表現した り言い換 えた りする ことが できる

か どうか を問う性質の 問題 で ある o た とえば A と い う情報の 含急 あるい は A な らば B ( A - B ) と い う

関係を把握 し, それを正 しく説明で きれば, そ の 事実 ( 情報) を ｢ 理解｣ して い る と判断され る｣ とある｡

｢ 知識｣ を獲得し, 定着させる こ とに上位校と の 有意な差はない が ,
そ れを本当に自分の もの とする ｢ 理

解力｣ に重点を置いた学習方法 ･ 学習機会の 確立 が課題 で ある こと が明らかに な っ た ｡

4 . 生活経…斉テス トに関する要因分析

最後に ,
上の 仮説を計量的に分析する 目的で 生活経済テ ス トに関する要因分析を行うo 被説明変数は ｢ 生

活経済テ ス ト総得点｣ ( ケ ー ス 1
,
1 0 0 点換算) と ,

｢ 知識得点率｣ ･ ｢ 理解得点率｣ ･ ｢ 応用得点率｣｣ に分化し

た得点率 ( ケ ー ス 2 ) の 2 つ で ある｡

なお, 第 6 回生括経済テ ス ト ( F F F L) は, 要因分析を行う ことを想定 して 設計されて い ない た め, 説明

変数と して採用で きる変数には限界がある
vi

｡ 加 えて ,
テ ス ト回答その も の に対する無回答割合はさ ほ ど高

く ない もの の
,
基本的属性 に対する回答率は大きく 低下する｡ こ の ような限界はあるちの の ,

これまで の 分

析結果を踏まえて要因分析を行う ｡

< ケ ー ス l : 生活経済テス ト総得点に関する要因分析 >

a 説明変数と仮説

性別 ( 男子 - 1
, 女 子 - 0 ) ｡ 表 4 より, 男子の 方が女子 より成績が よか っ たの で , 予想される効

果 ( 符号) は プラ ス で ある ｡

学年 ( ダミ ー変数) ｡ 基準は大 3 年生 で ある ｡ また , 大学 4 年生 は サ ン プ ル が 1 桁と少ない の で分

析対象か ら除外 した｡ 全体平均で は学年があが るに つ れ成績が よく なる傾向がみ られた ｡ 大学 3 年生

を基準と して い るの で ! 予想され る効果 ( 符号) はそ の 道,
つ まり マ イ ナ ス で ある ｡

専攻学部 ( ダミ ー 変数) ｡ 基準は経済学系で ある ｡ なお, 学部 ごと にサ ン プ ル数や平均ノ如 ミ大きく

異なるため, グ ル ー プ化をせ ずに , 選択肢と して あが っ て い るすべ て の学部で ダミ ー変数を作成 した ｡
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経営学系を基準と して い る の で , 予想さ れる効果 ( 符号) は法学部で プ ラ ス
,
あと の学部はすべ て マ

イ ナ ス であ る｡

大学既習 ( ダミ ー変数) ｡ 平均値に有意な差が あ っ た大学で の 経済関係の 既習ダミ ー

を加える ｡ 学

習済ならび に学習中が基準で ある ｡ 予想される効果 ( 符号) は プラ ス で ある ｡

b 推計結果

統計的に有意な変数に注目すると, 学年 ( 1 年) は予想 したとお り有意に マ イ ナ ス に な っ た｡ 偏回帰

係数から
,
1 年生 は 3 年生に比 べ て1 1 点, 生活経済得点が低い ことが読み取れる｡ 経済学系を ベ ー ス と

した学部で は
,
法学系は1 3 点プラ ス

, 社会学系は 8 点 マ イ ナ ス , 経営 ･ 商業学系も 7 点の マ イ ナ ス とな

る ｡ また , 標準偏回帰係数よりそ の 限界効果は学年 ダミ
ー

( 1 年) で も っ と も大 きい ｡ 1 年生より就職

活動を始めた 3 年生の 方が新聞や ニ ュ ー ス を読ん だり見た りする習慣が つ い た こと, 日常生活における

金融機関との 接触の度合い が高く なる こと などが プ ラ ス の 効果を与えて い る と考えられる ｡

表 8 生活経済力の総得点に関する重回帰分析結果 ( 4 年制全体)

変 数 名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 丁 値 判 定

性別 ( 男性 - 1 )

学年 ダミ ー

学年 ダミ ー

学部 ダミ ー

学部 ダミ ー

学部 ダミ ー

学部 ダミ ー

学部 ダミ ー

学部 ダミ ー

学部 ダミ ー

( 1 年)

( 2 年)

( 経営 ･ 商業学系)

( 法学系)

( 社会科学系)

( 人文科学系)

( 教育学系)

( 国際学系)

( 家政 ･ 生活科学系)

大学既習 ダミ ー ( 既習 - 1 )

定数項

- 2 . 2 4 5

- l l . 1 9 7

- 2 . 2 3 0

- 7 . 1 7 1

1 3 . 3 8 3

- 8 . 7 4 6

- 1 . 8 6 8

- 0 . 1 8 8

- 2 . 3 6 4

- 2 . 2 4 1

1 . 7 4 7

6 7 . 51 6

- 0 . 0 9 0 1 . 8 7

1 0 . 4 5 5 8 . 4 8 * *

- 0 . 0 7 6 1 . 8 3

- 0 . 1 4 5 3 . 9 8

0 . 1 9 6 4 . 9 8

- 0 . 0 7 2 1 . 9 7

- 0 . 0 3 5 0 . 8 1

- 0 . 0 0 7 0 . l l

- 0 . 0 7 1 1 . 6 2

- 0 . 0 4 1 0 . 9 4

0 . 0 6 6 1 . 4 9

3 9 . 3 7

:

:

i
:
･

サ ソ プ ル数 6 8 4

R 2 乗 o . 2 0 1

< ケ ー ス 2 : ｢ 認識 レベ ル｣ (知識 → 理解 ⇒ 応用) モデルに関する要因分析 >

c 予備的考察 ･ 分析の手順

図2 で は
,
いずれ の分額校におい て も ｢ 知識得点率｣ が最も高く , 次い で ｢ 理解得点率｣ , ｢ 応用得点

率｣ で あ っ た ｡ B l o o m の タ キ ソ ノ ミ ー ( 教育目標分類) に よれ ば ,
｢ 知識が あ っ て 理解力が育ち

,
理解

力が あ っ て 応用力が養わ れ , 応用力があ っ て 分析力が身に つ き, 分析力があ っ て統合で き, 統合で きて

は じめて評価で きる｣ とい う ｡ 本テ ス トに おい て も客観的に 教育効果が計測 で きるよう
,
テ ス ト問題5 0

題に つ きBl o o m の 認識 レ ベ ル の 最初の 3 段 階別に割り振 っ て ある ｡

表 9 認識 レベ ルの偏相関係数

偏 相 関 知識得点率 理解得点率 応用得点率

知識得点率 1 . 0 0

理解得点率 . 4 7 1 . 0 0

応用得点率 . 2 8 . 2 5 1 . 0 0
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さ て Bl o o m の 考え方は , 第 二 段階で ある理解力は第
一

段階で ある知識の , 第三段 階で ある応用力は第

一 段階の 知識や第二 段階 ･ 理解力の 影響を受ける, と換言 で きるo そ こで モ デ ル で は, 第
一 段階の ｢ 知

識得点率｣ は性 ･ 学年等の 個人属性の み で決まるが ,
第 二 段階以 降はその 前の段階の 影響を受ける, と

する ｡ つ ま り,

知識得点率 - f ( 個人属性 ; 性 ･ 学年 ･ 学部 ･ 既習の 有無) + 誤差項 1

理解得点率 - f (個人属性 : 性 ･ 学年 ･ 学部 ･ 既習の 有無) + 知識得点率
'

+ 誤差項 2

応用得点率 - f (個人属性 ; 性 ･ 学年 ･ 学部 ･ 既習の 有無) + 理解得点率
'

+ 誤差項 3

ただ し
, 知識得点率

'

は前段階 ｢ 知識得点率｣ に よる推計値 で ある

､

-
･

ー

J

-

ー

2

3

.し

./

-
し

まず
,
こ の モ デ ル 定式化の 妥当性につ い て 推計値で はなく調査デー タを用い て 推定する｡ その 結果,

修正済決定係数は第 一

段 階の知識が0 . 1 2 , 理解が0 . 4 0 . 応用が0 . 2 8 とな っ た ｡ 有意変数は段階を踏む に

したが っ て 多少減る もの の ,
全体推計で 標準偏回帰係数の 値が 大きか っ た ｢ 学年 ダミ

ー ( 1 年) ｣ や

｢ 法学部｣ は有意に, か つ 符号も正 しく は出た ｡ しか しなが ら, 分析 モ デル で採用 した個人属性はす べ

て ダミ ー変数で 構成されて い るた め, 上 で 考えた ような推計値を投入 した推計はで きない
y 呂

｡

そ こ で , 新た に ｢ 認識 レ ベ ル｣ におい て 説明変数に個人属性のみ を採用し, 各式の残差間の相関を計

算する ｡ つ まり

知識得点率 - f ( 個人属性 ; 性 ･ 学年 ･ 学部 ･ 既習の 有無) + 誤差項 1

理解得点率 - f ( 個人属性 ; 性 ･ 学年 ･ 学部 ･ 既習の 有無) + 誤差項 2

応用得点率 - f ( 個人属性 ; 性 ･ 学年 ･ 学部 ･ 既習の 有無) + 誤差項 3

㌔

)

1

ー

1

-
I

4

5

6

/

/

′

/

l

こ れ は知識 ･

理解 ･ 応用という 3 つ の認識 レ ベ ル が個人属性で どこ まで説明可能か , を計算するもの

で ある｡ そ の結果,
修正済決定係数は知識0 . 1 2 2 7

, 理解0 . 1 8 9 7
,
応用0 . 0 7 7 3 で あ り, 個人属性に よ っ て

説明で きる割合は高く て も 2 割で ある こと , 個人属性で も っ とも説明で きる認識 レ ベ ル は ｢ 理解｣ で あ

る こ と
,
しか し 3 つ の 認識 レ ベ ル とも8 割近く が個人属性だ けで は説明 で きない , つ まり大きな残差が

で る こと, な どが 明らかにな っ た ｡

次に, 残差間の 相関, つ ま り個人属性の 違い を コ ソ ト ロ
ー ル した上 で , 知識 ･ 理解 ･ 応用と いう各能

力に関連があるか どうかをみた と ころ, 残差に関係性が ある結果とな っ た ｡ こ こ で残差に統計的に有意

に関連性がみ られるという こと は, 1 ) 個人属性以外に共通要因となる ような変数が存在 して い るため

に
,
残差間に相関が見られる, 2 ) 別の 可能性と して は ,

｢ 知識 - 理解 - 応用｣ とい う因果があるため ,

相関が見られ る, な どが考えられ るが ,
い ずれ に して も , 認識 レ ベ ル の 関係を どう モ デル 化するの か,

そ の 作業は大 きな課題で ある｡

生活経済力テ ス トで こ れ らを説明するた めの変数と して はたとえば ｢ 平日 , 新聞を読む時間 ( 5 分以

下
,
1 0 分以下 な ど階級値で 可)｣ , ｢ 自動車を運転して い るか どうか ( 自動車保険と の 関連)｣ , ｢ セ ン ター

試験を受験 したか 否か ( 総合的な能力訓練指数の 代理)｣ や ｢ 自宅か下宿か｣ な どが あろう ｡ 簡単な設

問で い い の で用意され て い れば, より生活経済力の説明力の 高い , 頑健な推計が可能となる ｡

表1 0 認識 レベ ルの集差の偏相関係数

偏 相 関 残差 (知識) 検定 残差 ( 理解) 検定 残差 ( 応用)

残差 ( 知識)

残差 ( 理解)

1 . 0 0 0

. 4 2 8 * * 1 . 0 0 0

* * 1 . 0 0 0残差 (応用) . 2 6 9 * * . 2 2 2

( 荏) 検定 : 無相関の検定 * : 5 % * * : 1 %



1 9 2 新潟大学教育人間科学部紀要 第 8 巻 第 2 号

全体の 分析結果をふまえた課題は
, 大学生の ｢ 理解力｣ をい かに して養うか ,

そ してそれ をき ちん と検定

するための調査票の設計で ある｡ ｢ 知 り得た情報の 意味と意図を し っ か り把握する能力, すなわち, それ を

自分自身の 言 葉 で 表現 した り 言い 換えた りする こと が で きる か どうか を 問う 性質の 問題で ある｣ ( 浅野

( 2 0 0 6)) で ある ならば , 説明変数と して読書習慣の 有無, 不 明な点はイ ン タ ーネ ッ トや辞典等で調 べ る か

どうか
,
納得できるまで解 明する か ,

と い っ た個人の 行動 ･ 態度に関する調査項目も必要になろう o 今回の

分析は新潟大学が 4 年制全体の 中で どの よう な位置にある の か にと どま っ た ｡ 本学の み を対象と した詳細な

要因分析の展開も今後の課題と して残 っ て い る ｡
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脚 注

i

早稲田大学総合研究棟構プ ロ ジ ェ ク ト研究所 の ひ とつ で , 所長は山岡道男 ･ 早稲田大学大学院教授 で ある ｡

詳細は経済教育総合研究所 (h tt p : // w w w . w a s e d a .j p/ kik o u / l a b/l a b
_
e 6 . h t m l) を参照｡

il

ア メ リ カ で は この テ ス トを用い て2 0 0 3 年 9 月か ら翌2 0 0 4 年 6 月 に調査が実施され, そ の 結果は Fi n a n ci al

Fit n e s s f o r L if e : H i g h S c h o ol T e s t E x.
a m i n e r

'

s M a n u al と して N C E E より2 0 0 5 年に 出版されて い る ｡
iii

サ ソ プ ル 調査｡ ただ し, 配布方法は統計的基準を満た して い ない 点に注意｡ こ の テ ス ト問題配布は
,
経済

教育総合研究所の参加 メ ン バ ー

が自校 で
,
も しく は生活経済に関する授業を展開して い る知り合い に依頼

して配布 ･

回収したもの で ある｡ つま り
,
同様の授業を履修 して い る学生が対象とな っ て い るが , 作為的

な抽出とい える ｡ ま た時系列で み るとほ ぼ 同 一 の サ ン プ ル を対象と して お り
,
こ の 点で は パ ネ ル 調査と も

い えるが
,
無作為抽出とはい え ない ｡ 今後,

こ の 点を改良 して い く ことが課題 で ある o
i'

B l o o m
,
B . S . ( E D .) , 1 9 5 6 を参照 ｡

v

｢ テ ー マ ･ 領域｣ と ｢ 認識 レ ベ ル｣ の ク ロ ス で は, 最も設問数が多い の は ｢ テ ー マ ; 貯蓄 ･ 認識 レ ベ ル ･

理解力｣ と ｢ テ
ー

マ ; 支出 ･ ク レ ジ ッ ト カー ド ･ 認識 レ ベ ル ･ 理解力｣ で ある｡ 本来な らテ ー マ ･ 領域と

認識 レ ベ ル を ク ロ ス した設問数の 分布が均等で ある ことが望ま し い が, ｢ 調査設計方針と して
,
認識 レ ベ

ル の チ ェ ッ クより テ
ー マ ･ 領域の 方に重点が あるため｣ ( 山岡所長) 偏りが出て い る ｡ 加えて , 生活経済

感覚が さは ど醸成され て い な い 日本の事情か らみ ると
,
認 識 レ ベ ル の 区分が適切で はない と思わ れるもの

もい く つ かある ｡ 日本語版認識 レ ベ ル の 区分を精査する こ とも今後の課題 で ある ｡
y i

分析に採用 した属性以外で 用 意され て い る変数は年齢, 地域で ある ｡
v H

こ の 点か らも, 以降に実施される生活経済テ ス トで は, 回帰分析に耐 えうる説明変数となる情報の収集が

必 要で ある ｡


